













This paper studies the empirical relationship between structural change and economic growth. 
Using long-term SNA data, by industry, we find a significantly positive relation between 
structural change and the growth rate for Japan and (West)Germany. Although such a 
relationship is not present for the United States in the post-war period, it can be found for the 
nineteenth and early twentieth century. We offer a brief discussion to explain such positive 
relationship between structural change and economic growth. 
 
 





























































   「広く歴史的な事実をも考慮に入れて各国経済の成長パターンを調べてみると   
    ２つの事実が直ちに明らかになる。 
     (1)それぞれの時期について各セクターの成長率は非常に異なる。 
     (2)経済全体の成長は各時点で極端に急威長する幾つかのキー・セクター   


























                                                                                                                                        
2  モデルのもう少し詳しい説明は吉川［2000］の４章にある。   5   

















点を実証的に調べてみることにしたい。   6   
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計は 1929 年以降が利用可能であり、産業別の統計は 1947 年以降が利用可能となっている。
西ドイツ（および西ドイツ地域）については OECD の National Accounts 統計を使用する。期間
は 1960 年から 1993 年である。 
 
  次に産業分類について述べる。 




いては、銀行業は、Banking と Credit agencies other than banks  に分類されていたが、1987 年












                                              
3  マクロ支出系列（いわゆるＧＤＥ統計）は比較的速やかに遡及改訂される見込みであるが、それ以
外の系列（分配統計、部門別統計など）については、1990 年以前への遡及にはかなりの時間を要
するものとみられる。   9   
いという点には留意されたい。たとえば、アメリカでは、電子計算機は一般機械（Industrial 


















   10   
３．計測結果 ３．計測結果 ３．計測結果 ３．計測結果 
 
  主な計測結果について、ρの推移、σの推移、σとρの関係の順に報告する。 
 
3.1  平均経済成長率  ρの推移 
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日本 アメリカ 両者の差 （参考）日本
９０年基準 ９６年基準 ９５年基準
1956 7.5 2.0 5.5 －
1957 6.5 2.0 4.5 －
1958 7.3 -1.0  8.3 －
1959 9.3 7.2 2.1 －
1960 13.3 2.5 10.9 －
1961 11.9 2.3 9.5 －
1962 8.6 6.0 2.6 －
1963 8.8 4.3 4.5 －
1964 11.2 5.8 5.4 －
1965 5.7 6.4 -0.7  －
1966 10.2 6.6 3.7 －
1967 11.1 2.5 8.6 －
1968 11.9 4.8 7.1 －
1969 12.0 3.0 8.9 －
1970 10.3 0.2 10.1 －
1971 4.4 3.3 1.0 －
1972 8.4 5.4 3.0 －
1973 8.0 5.8 2.3 －
1974 -1.2 -0.6 -0.6  －
1975 3.1 -0.4  3.4 －
1976 4.0 5.6 -1.6  －
1977 4.4 4.6 -0.3  －
1978 5.3 5.5 -0.2  －
1979 5.5 3.2 2.3 －
1980 2.8 -0.2  3.0 －
1981 3.2 2.5 0.7 2.8
1982 3.1 -2.0  5.1 3.1
1983 2.3 4.3 -2.0  2.3
1984 3.9 7.3 -3.3  3.8
1985 4.4 3.8 0.6 4.4
1986 2.9 3.4 -0.5  3.0
1987 4.2 3.4 0.8 4.5
1988 6.2 4.2 2.0 6.5
1989 4.8 3.5 1.3 5.3
1990 5.1 1.8 3.3 5.3
1991 3.8 -0.5  4.3 3.1
1992 1.0 3.0 -2.0  0.9
1993 0.3 2.7 -2.3  0.4
1994 0.6 4.0 -3.4  1.0
1995 1.5 2.7 -1.2  1.6
1996 5.0 3.6 1.5 3.5
1997 1.6 4.4 -2.8  1.8
1998 -2.5  4.4 -6.9 -1.1 
1999 0.2 4.2 -4.0  0.8  12   
(1)日本 





などからみて、1975 年から 1985 年にかけての期間は「安定成長期」という名にふさわしく最も
「安定した」期間であったことがわかる。 
 
表２  日本のρの変動 
 





図４  日本の 10 年ごとの経済成長率 
 
ρ 標準偏差 変動係数 ρ 標準偏差 変動係数
60-70 10.1 2.02 0.19 55-65 9.0 2.33 0.26
70-80 4.4 2.99 0.60 65-75 7.7 4.01 0.53
80-90 4.0 1.12 0.29 75-85 3.9 0.97 0.25
90-99 1.3 2.25 1.35 85-95 3.0 1.92 0.61
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(2)アメリカ 
  アメリカの経済成長率ρを、表２の日本と同様に 10 年ごとに区切ってみたものが表３である。











3.2  σの推移 
  次に産業構造の変化の大きさを表わす尺度σの推移をみる。同一業種分類ベースで、５年ご
との日米のσを比較すると（図５参照）、ほとんどの期間で日本のσの方が大きいことがわかる。
ただし、アメリカでも 1980 年代には大きい構造変化が起きており、1985-1990 年のσは日本を
上回っている。 
 
図５  日米のσの比較（同一業種分類） 
 
ρ 標準偏差 変動係数 ρ 標準偏差 変動係数
50-60 3.5 3.20 0.80 55-65 3.7 2.54 0.62
60-70 4.2 1.98 0.49 65-75 3.0 2.56 0.76
70-80 3.2 2.55 0.87 75-85 3.4 2.75 0.89
80-90 3.2 2.34 0.81 85-95 2.8 1.26 0.43
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(1)日本 















55-65 1.2761 60-70 0.9080
65-75 0.7525 70-80 0.5214
75-85 0.6096 80-90 0.4888
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の３点である。また、それ以外には、1950 年代は若干大きいこと、1995 年から 1998 年がかなり
大きいこと（これは長期的傾向とまでは言えないが）、などが指摘できる。 
 
表６  アメリカのσの変動 
 
 




55-65 0.4285 50-60 0.5289 55-65 0.3246 50-60 0.5163
65-75 0.4071 60-70 0.3986 65-75 0.2955 60-70 0.2537
75-85 0.5064 70-80 0.4306 75-85 0.3587 70-80 0.3594
85-95 0.5781 80-90 0.6875 85-95 0.3888 80-90 0.4448
95-98 0.6496 90-98 0.4830 95-98 0.6100 90-98 0.3565
日本と同一業種分類 原業種分類
55-60 60-65 65-70 70-75 75-80
農林水産業 農林水産業 農林水産業 建設業 農林水産業
サービス業 一次金属 サービス業 サービス業 不動産業
不動産業 卸・小売業 卸・小売業 金融・保険業 サービス業
食料品 建設業 電気機械 電気機械 電気・ガス・水道業
電気機械 不動産業 建設業 卸・小売業 輸送機械
一般機械 食料品 一次金属 一般機械 卸・小売業
一次金属 金融・保険業 食料品 化学 電気機械
輸送機械 繊維 一般機械 一次金属 一次金属
建設業 輸送機械 運輸・通信業 石油・石炭製品 繊維
石油・石炭製品 鉱業 不動産業 農林水産業 金属製品
80-85 85-90 90-95 95-98
サービス業 建設業 サービス業 サービス業
卸・小売業 農林水産業 不動産業 不動産業
建設業 食料品 金融・保険業 建設業
一次金属 電気・ガス・水道業 卸・小売業 卸・小売業
電気機械 不動産業 一般機械 一次金属
不動産業 金融・保険業 その他製造業 その他製造業
一般機械 輸送機械 農林水産業 電気・ガス・水道業
農林水産業 一次金属 電気機械 農林水産業
電気・ガス・水道業 石油・石炭製品 建設業 化学















  以下国別の分析においては、日本を除いて、期間が 10 年間のケースだけを考察する。 
 
(a)日本 
  最初に、1955-1965、1965-1975、1975-1985、1985-1995 年という、一つの代表的な期間の区
切り方を行った場合のσとρの分布をみると、図７のようになっている。ここで、右上の点が
1955-1965 年に対応するもので、時系列的に左下に向かう形になっている。 
  図７からも明らかなとおり、日本では、1950 年代や 60 年代は構造変化が大きく成長率も高か
ったが、近年になるほど両者とも小さくなっており、σとρの間に正の相関がみられる。 
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  これをもう少し詳しくみるために、1955-1965、1956-1966、．．．、1988-1998 年という形ですべ
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表７  σのラグ年数と相関係数（期間 10 年） 
 
(b)アメリカ 
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表８  主要先進国のρの統計量（10 年ごとのρ） 
平均 標準偏差 変動係数
Austria 3.262 1.128 0.346
Australia 3.640 0.938 0.258
Belgium 2.943 1.210 0.411
Canada 3.577 1.116 0.312
Denmark 2.535 0.842 0.332
Finland 3.189 1.185 0.371
France 3.172 1.271 0.401
Italy 3.254 1.164 0.358
日本 5.179 2.270 0.438
Luxemburg 3.735 1.389 0.372
Netherland 3.078 1.259 0.409
New Zeeland 2.198 0.832 0.378
Portugal 4.240 1.453 0.343
Spain 3.725 1.772 0.476
Sweden 2.296 0.997 0.434
Switzerland 2.007 1.156 0.576
West Germany 2.844 0.915 0.322
United Kingdom 2.276 0.475 0.209
United States 3.217 0.522 0.162  
   22   
 




















就業者の移動が起きた時期は、1880 年前後から 19２0 年代にかけてである。したがって、上記
のように分析対象期間を 1950 年代以降に限ると経済の成熟化が進展した後の時期だけを対
象にすることになる。そこで、以下では、アメリカ商務省の Historical Statistics of the United 
States  等を利用して 19 世紀から今日までの動向を歴史的に調べることとする。ただし歴史的な
データの性格上産業分類等が戦後のデータと著しく異なることは止むをえない。 
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図 1４  アメリカの 1839-1899 年（４業種） 
 
  次に、1929 年以降については今日に近い形の産業別統計が得られるので、産業分類を調整
して、1929-1998 年の接続統計を作成した。それを用いて 10 年ごとの変動を見たものが図 1５
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ころ図 1６が得られた。図 1６におけるσとρの相関係数は、全期間の1869-1921 年はR=0.5９、
異常値の 1897-1901 年を除くと R=0.9０が得られた。 
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れぞれの国について歴史的に検討することが重要な課題として残されている。   26   







使用している（いわゆる、full-time equivalent ベース）。 
 
    サービス化 サービス化 サービス化 サービス化 

















   
就業構造変動率 就業構造変動率 就業構造変動率 就業構造変動率 
  本論で、産業別国内総生産（ＧＤＰ）について、 










































（資料）NIPA's （1992年基準）。  27   
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